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策を策定していく。2015 年 6 月 30 日現在、180
の基礎自治体の計画が内閣府より認定されている。













































年には 2 万 4,089 人であったのに対し、2009 年に
は 1 万 160 人まで減少している。
　以上のような中心市街地衰退の背景には、繊維産
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億円で、延べ面積約 2 万 4,938㎡である。中心は
17 階建てのマンションであり、住宅 112 戸（既に
完売済みである）、下層階には商業店舗や市の子育

















活計画の計画期間が 2015 年 11 月までと期間終了
が迫っており、第 2 期中活計画（2015 年 12 月か






2020 年度までに休日歩行者・自転車通行量を 1 万
2,688 人 / 日（2014 年 度 時 点 1 万 2,189 人 / 日 ）
まで回復させること、②都市基盤の推進による「ま
ちなか居住の推進」により、2020 年度までに中心















































が 1998 年 10 月に連携して設置したまちなか研
究室である。当初は半年間のモデル事業で終了す
るはずであったが、地域の反響が大きく継続する

















る。運営主体の NPO 法人くすくすは 2002 年 6
月に法人化しいる。現在、子育て交流プラザには




















者数は、毎月 3 万人から 3 万 5,000 人であり、も
ちろん市外からの来客も多いが、大垣市の総人口
が約 16 万人であることを踏まえると、毎月その
5 分の 1 程度の集客をしていることになり、大垣
市に根付いたイベントとなっている。
6　ちょいみせとは、1 週間 1 万円から空き店舗を
利用して、店舗販売やパーティーを開くことがで
きる、商店街の若手勉強会「石黒塾」が企画した
空き店舗対策のひとつである。
（京都大学大学院経済学研究科　後期博士課程）
